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要約

我が国では、建設土木業界を始めとした様々な業界の中小企業を疲弊させる源泉として、大企業による下請中小企業の

生産価値の収奪の問題（収奪問題）が長年指摘されておりその解決が問われてきた。本研究は、収奪問題の緩和に資す

る知見確保を企図し、収奪の現場当事者である大企業の購買担当者の収奪促進的購買態度を測定し、その背景に存在す

るパーソナリティーや道徳性との関係性を分析した。その結果、権威主義的組織や購買担当者の反社会的パーソナリ

ティーがサプライヤーに対する配慮を低下させることが明らかとなった。また権威主義的組織や購買担当者の反社会的

パーソナリティーが弱い場合、サプライヤーに対する配慮は高まる一方で、自社のマニュアル遵守やコスト改善意識が

高まる構造が存在する可能性も併せて示された。
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1.  はじめに

1.1  問題

　持続的かつ適正に土木開発を展開するためには、中小

企業を含んだ土木事業者並びに関係他業種事業者の経営

が安定し、供給能力や品質の過度な不安が生じないよう

にすることが不可欠である。そして各事業者の安定的な

経営のためには、企業間下請関係が適正であることが必

要である。本研究では、土木事業分野における企業間下

請関係における「収奪問題」（Exploitation Problem）の

緩和解消に資する知見の提供を企図して、心理学の知

見を援用し、収奪問題が発生する現場当事者である大企

業の購買担当者における、収奪的購買態度とパーソナリ

ティー・道徳性の関係性に関する研究を行う。

　我が国では長年、企業間下請関係における「収奪問題」

が、中小企業を疲弊させる大きな要因となっている事が

指摘されている（川上， 2004；黒瀬， 2018: 112）。「収奪問題」

とは、「中小企業の生産した価値が取引上の優越性により

寡占大企業に吸収されること」（黒瀬， 2018: 112）であり、

中小企業論において古くから問われてきた（社会政策学

会， 1918: 29-58；川上， 2004；黒瀬， 2018: 112）。（1）収奪問

題の典型的な現れとして、買い叩き、協賛金の強要、図

面流用をはじめとした俗に呼ばれる下請への「下請いじ

め」や「しわ寄せ」が挙げられる（黒瀬， 2018: 112-116）。（2）

　また、下請への「しわ寄せ」に相当する問題は、我が

国の独占禁止法においても問われてきており、「優越的

地位の濫用」（Abuse of Superior Bargaining Power）とし

て、長年取り締まりが進められてきた。なお、ここでい

う「下請け」とは「対等ならざる外注関係」であり（北原， 
1955）、企業間取引全般を言う。また下請けは供給業者、

サプライヤーと呼ばれる場合もある（以下、サプライヤー

と呼ぶ）。収奪問題は、中小企業から資本蓄積の源泉その

ものを奪うため、中小企業が抱える問題の中でも最も鋭

く中小企業の資本蓄積を妨げる事が指摘されている（黒

瀬， 2018: 112）。
　1990 年代以降、収奪問題は激化した。収奪の深刻化が

主な要因との指摘もあり、中小企業の数は激減し、とり

わけ小企業の減少は著しい（黒瀬， 2018: 351-434）。中小

企業は、現在の我が国において企業数の 99.7 %、雇用の

7 割、付加価値の 5 割を占めている（中小企業庁， 2019）。
また各国の中小企業の定義をそろえた場合における中小

企業就業者数の割合が、今や OECD 諸国中 2 番目に少な

い状況であり、長期的成長を続ける各国と比較しても少

ない（OECD, 2017）。よって、収奪問題が、多くの企業間

下請取引によって成り立つ我が国のインフラ政策の安定

的展開への障害はじめ、様々な被害を引き起こしている

事が考えられるため、その緩和・解消が求められる。

1.2  本研究の背景と目的

　これまでの収奪問題の緩和・解消措置として、1950 年

代から 1970 年代にかけては、「過当競争」（競争によって
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えられる国民経済的利益よりも競争に伴って失われる国

民経済的損失の方が大きい状態（両角， 1966: 62））の緩和

を目的とした、中小企業カルテルの容認と大企業の中小

企業分野への参入規制等の措置が取られた。また 1980 年

代以降の収奪問題の緩和・解消措置は、「優越的地位の濫

用」の規制により、違反した事業者に対し罰則を科す等

の措置が取られた （黒瀬， 2006: 187-225；高平他， 2022）。
　前者は収奪が生まれる構造そのものを変えることで収

奪を緩和する措置であり、また後者は収奪を行う事業者

の個人的利益を低減させることで収奪の発生を抑制する

事を目的とした措置であり、収奪に対するアプローチの

方法は異なるものの、いずれも「構造的な施策」である

といえる（構造的方略）。（3）しかしながら、効果やその手

法に対する強い批判が存在し（高平他， 2022）、また前述

したとおり 90 年代から現在に至るまで収奪問題が悪化し

ている状況を踏まえると（高平他， 2023）、これまでに行

われた収奪緩和措置が十分な効果を発揮してきたとは言

い難い。

　その要因の一つとして、実際に収奪的な関係が引き起

こされる現場当事者の心理についての分析がほとんど行

われていないという点が挙げられる。自由競争を是とす

る資本主義社会において、企業の行動を全面的にルール

化することは不可能であり、かつ組織においては現場当

事者の「裁量」がかなりの程度、取引に影響を及ぼして

いる。

　したがって、収奪問題の解決や緩和に取り組むには、

これまで数多く研究が進められてきた構造的な課題のみ

ならず、大企業の調達・購買担当者や中小企業の営業担

当者を始めとする、関係者のパーソナルな態度や行動原

理を理解する必要があるが、それらはこれまでのところ

収奪問題の研究において分析対象とされてこなかった。（4）

　前述の通り、80 年代以降の収奪問題緩和措置は、購買

側企業に対する「優越的地位の濫用」規制であるが、と

りわけ近年、政府はその規制の重要性を鑑み、取締りの

強化を進めている（公取委， 2022）。そこで本研究では、

大企業の購買・調達担当者に対する心理学的な調査を行

い、購買担当者の収奪的と考えられる購買行為を指向す

る態度（収奪促進的購買態度と命名する）を計測する尺

度を作成し、収奪促進的購買態度を計測するとともに、

どのような心理的態度がそれと深く関わっているかを分

析する。この分析を通じて、購買担当者の収奪的な心理

の背景要因や構造を明らかにすることで、近年政府が推

進する収奪問題緩和施策の更なる検討に資する基礎的知

見を提供することが本研究の目的である。

　本研究の結果から、収奪の発生を抑制するための「心

理的な方略」（3）を直接的に特定することはできないにして

も、購買担当者の心理構造を把握することは、そうした「方

略」を検討するための不可欠の前提である。これまでの

ところ、現場当事者の心理に着目した研究そのものが行

われていないため、初歩的な作業として本研究のような

基礎分析が必要であると考えられる。

2.  既往研究と本研究の位置づけ

　収奪問題は「企業間取引」（Business to Business）におい

て発生する問題であり、企業間取引における購買行為は、

一般的に発注元企業（購買側企業）の「購買」ないし「調

達」と呼ばれる部署が担う。そしてサプライヤーとの最

終的な交渉は、「購買担当者」によって行われる。そこで

本研究は、「企業における購買部署」と、「組織人として

の購買担当者」の二つの観点から、収奪促進的購買態度

に関すると考えられる既往研究をレビューする。

　まず（1）～（3）で、購買部署に関係する既往研究を

として「購買とは何か」「購買が求められる役割・機能」「購

買がサプライヤーを選定する基準」をレビューする。ま

た（4）で「組織における個人の意思決定」の既往文献を

レビューする。そして（1）～（4）を踏まえ、（5）にて、

本研究の位置づけについて議論する。

2.1  購買とは何か

　購買・調達はアカデミックな研究と実務家による研究

が行われており、実践性が求められる性質上、アカデミッ

クな分析のみならず、実務家（非アカデミックな）によ

る分析も重要であるとされる（Tassabehji and Moorhouse, 
2009）。本稿では、実務家による研究もレビューする。

　企業における購買・調達は長らく企業経営において見

落とされがちであったが、経済のグローバル化、技術的

進歩、社会的責務の変遷とともに各国で重要性が増して

きており、これまでにない能力が求められる様になっ

てきている（Carter and Ram, 1996; Giunipero et al., 2005; 
Giunipero et al., 2006; 牧野， 2019: 3）。例えばアメリカの 55
の企業に対して行われた調査によると、少なくとも 2000
年代以降、経済成長の鈍化や国内外の競争の激化に伴う

強力なコスト削減圧力、購買教育の機能強化、購買担当

者の能力などのニーズが企業内で拡大している事が報告

されている（Giunipero and Handfield, 2016）。
　購買・調達のうち、購買（purchasing）とは交渉・折衝・

契約を中心とした購買価格の調整を中心とした用語であ

り、一方、調達（procurement）とは pro-cure（前もって手

当てする）を語源とし、安定継続的な供給を確実にする

ことに重点を置いている（杉浦， 2008）。「購買」と「調達」

の業務は、同じ部署の業務として行われることも多いた

め、購買と調達を纏めて、「購買調達」ないし「調達購

買」と呼ばれる事がある（牧野， 2019: 20-21；坂口， 2017: 
58）。その他、調達業務のうち調達の実行を「パーチェシ

ング」（purchasing）と呼び、また、サプライヤー（販売

側企業ないし下請け）の選定から価格の決定等を実施す

る業務を「ソーシング」（sourcing）と呼び、これらは完

全に独立した部署によって構成される場合もある（坂口， 
2017: 206-212）。現在の需要が継続する前提であればパー

チェシング重視でも問題がないが、新たな技術や新たな

顧客といった事業環境の大きな変化が求められている場

合ソーシングが重要視される（牧野， 2019: 47）。
　購買ないし調達は、大規模な組織（大企業）では独立

した部署として設置され、サプライヤーという外部組織
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と直接的・日常的に対峙し交渉ないし協働する業務を担

う組織境界における対境担当者（boundary personnel）に

よって行われる。一方、小規模な組織（中小企業）では、

購買・調達は総務が兼務することも多く、その場合スタッ

フ、後方部隊として位置づけられる（杉浦， 2008）。本稿

では、組織における購買を専門とする者を「購買担当者」

と呼ぶ。

2.2  購買の機能と役割

　Giunipero and Handfield（2016）は、購買の役割・機能

として、「テクノロジー、グローバル競争、企業理念、消

費者の指向性の変化等の外的圧力を受ける事で購買力（少

ない供給、顧客への関心、サプライチェーンマネジメント、

短期化するサイクルタイム）を働かせ、購買の共通知識、

購買訓練、購買能力、を通してサプライチェーンの競争

力（調達競争力）を向上させる事」であるとしている。

Chen et al.（2004）は、アメリカ国内の 221 の製造業に対

する調査を行った結果、購買による戦略的サプライチェー

ンマネジメントが、企業の持続的競争優位性の源泉であ

る可能性が高い事を報告している。また Carr et al.（2000）
は、購買の役割として、企業の競争力をサポートし、サ

プライヤーとの関係性確保や発展、標準化、サプライヤー

市場の調査、コスト分析、ソーシング戦略の構築、購入

するか社内で制作するかの決断、更には、サプライヤー

能力の分析を挙げている。

　我が国の企業の購買・調達は、品質（Quality）、コスト

（Cost）、納期（Deadline）をいかに有利な条件で購入でき

るか」が求められており、購買におけるかねてよりの中

核的役割であるとされる（牧野， 2019: 50；パナソニック 
ライフソリューション創研， 2014: 2-3）。製品ライフサイ

クルの短命化に伴い、次々と製品が入れ替わる近年の開

発競争下において、購買が企業の中心的役割を果たすよ

うになった。例えば、かねてより購買の主要な役割であっ

た、コスト削減や納期管理にとどまらず、品質確保、グロー

バル調達、スピード、柔軟な対応、といった多面的な役

割を担うようになった（CAPS 日本サプライ・マネジメン

ト協会， 2003）。また我が国では 2000年代以降、購買によっ

て、モノのみではなく、付随する技術や情報などが得ら

れる事も注目されており、購買はサプライヤーというパー

トナーと協業する対外的窓口としての役割が認識される

ようになった（伊藤， 2003）。また製造業では、製品の製

造原価の 70～ 80 %は、開発段階で決まってしまうとされ、

開発段階において、いかに開発部門、購買部門、サプラ

イヤーが工夫し高品質・低価格・短納期の商品を決めて

いくかが重要である事に注目されている。そのため積極

的に開発に関与する「開発購買」が注目されている（鬼沢， 
2007: 78）。更に、開発購買に関する近年の研究では、社

内外に多くの人脈を持つ購買が、「知の探索」と「知の活用」

を積極化させることで、サプライヤーが持つ優れた技術

情報を収集し設計・開発にフィードバックすることで製

品開発の期間短縮・大幅なコストダウンが期待できる事

が実証的に報告されている（筒井， 2020）。

　Weel and Rietvelt（2007）は、文献調査の結果、巨大グ

ローバル企業における購買の機能が時代の経過とともに、

取引に焦点をあてた商業主義から、内部・外部の結合に

移行し、最終的に付加価値創造の段階へと移行していく

であろう事を予測した。そして 2000 年代のアメリカでは、

積極的に価値を創造する購買戦略がコストのみを重視す

る購買よりも、企業の競争優位性や長期的組織戦略にとっ

て重要である事が、広く認識されるようになった（Leseure 
et al., 2004; Mehra et al., 2004; Noonan and Wallace, 2004）。
一方で 90 年代、アメリカの購買において、総合品質管理

（Total quality management; TQM）や品質関連項目に対する

需要は衰退すると予測されていた。その理由として２つ

が挙げられている。第一に、品質に対する需要が変化した。

購買のプロは、品質と同様に、柔軟性、大規模なカスタ

マイゼーション、商品のライフサイクルの縮小、その他

関連項目を重要視する様になった。第二に、購買のプロは、

今日の競争環境において、品質を「当然の条件」として

みなすようになった。品質は重要ではあるものの、サプ

ライチェーンにおける価値創造において十分条件ではな

いとみなされるようになったのである（Carter and Ram, 
1996; Kolchin and Giunipero, 1993）。なお、一般的に、価格

と異なり「品質」は評価が難しく、とりわけ公共性が高

い公共工事における品質評価方法、またサービス業の産

業に占める割合の増加とともに、サービス業における品

質評価方法に対する関心は高まっている（小林， 2009；宮

城， 2009）。
　Giunipero and Handfield（2016）が、2003 年と 2010 年に

行った米企業のマネージャークラス以上の役職者に対す

るアンケート調査の結果からは、企業の購買に対するコ

ストダウン圧力はエスカレートの一途を辿っており、購

買の最も主要な役割として、今後より一層重要度が高ま

るであろう事が示唆されている。また同研究では、近年、

特に「倫理性」が大きく求められる事が示された。

　倫理性がある行為とは、ビジネス関係全体にわたる正

義と公平性を含む、社会原則を遂行する事である。より

具体的には、サプライヤーとの取引において、公正、品

行方正、公平、誠実、適切である事を言いう（Monczka et 
al., 2015: 603）。そのため非倫理的行為とは、これらを大

きく逸脱した行為であると言える。

　購買における非倫理的行為はいくつも問題視されてい

る。第一に、サプライヤーに対し故意に「嘘」の情報で

見積を依頼して安く仕入れる等の利益を享受する行為。

例えば、大きな物量を前提とした見積を依頼しておいて、

割引価格で少量の発注をする行為等がある。第二に、サ

プライヤー由来の問題を大げさに問題化することで、サ

プライヤーに過大なペナルティーを課したり、大きな譲

歩を引き出したりする行為。第三に、適正な能力を保有

するサプライヤーの価格を切下げる事を目的とし、不適

正なサプライヤーにも入札に参加させる行為。この行為

によって、ダンピングが誘発される。第四に騙して不当

に情報を得る行為。第五に、発注元が、一部のサプライヤー

と癒着し便宜を図る為に、競合他社の機密情報を漏らす
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事で、癒着先の企業が入札で有利になる様に取り計らう

行為（いわゆる談合）。第六に、設計やその他の業務に対

してサプライヤーへの支払い拒否。サプライヤーによる

購買側企業への支援は、公正な報酬が支払われなければ

ならない。第七に、財務状況が悪いサプライヤーに対し

故意に圧力をかけることで、通常よりも安い価格を引き

出す行為。財務状況が悪いサプライヤーは受注の必要性

に追われ、購買側企業からの圧力に屈しやすい。またそ

の圧力によってサプライヤーは更なる経営難に陥る。第

八に、嘘や誤解を招くような行為をサプライヤーに対し

行う事、などが挙げられる （Monczka et al., 2015: 603）。
　なお、以上の「倫理的に問題がある」と指摘されてい

る購買の行為のうち、ほとんどは「価格切下げ」に対す

る行為であるといえる。ただし第五（いわゆる談合）に

関しては、建設業界における「良質」な談合確保を企図

している限りにおいて品質確保に寄与するものであると

の指摘に留意する必要がある（藤井・宮川， 2016）。
　購買が求められる倫理性は、我が国の実務家レベルで

も問われており、例えば、パナソニック ライフソリュー

ション創研（2014）によって提案されている、取引の基

本ルールには、取引先（サプライヤー）との相互信頼、

真の共存共栄、サプライヤーの自主性の尊重、が含まれ

ており、また、購買担当者の心構えとして、サプライヤー

への感謝と信頼、サプライヤー選定における公正性、法・

倫理の遵守が含まれている。

　企業が製造やサービスの生産を外部に委託する理由に、

資本のランニングコストを抑え、景気変動のリスクを減

らす目的がある。例えば、製造業では、大企業が意図的

に下請を景気変動の緩衝材として利用してきた事が知ら

れている（川上， 2006）。建設業においても、景気後退に

合わせる様に下請比率が上昇してきた（堀， 2010）。また、

Giunipero and Handfield（2016）による企業に対するアン

ケート調査結果からも、購買はリスクマネジメントの役

割が期待されている。

　なお、近年多くの研究で、購買調達における組織的な戦

略的側面が強調されているものの（Giunipero et al., 2006；
牧野， 2019；Giunipero, 2016；杉浦， 2008）、担当者レベル

での能力が企業の購買力に与える影響も、非常に大きい

事が報告されている（Carr and Smeltzer, 2000; Borghans et 
al., 2001; Briscoe and Dainty, 2001; Keep and Mayhew, 2008）。
そのため購買調達戦略において、「購買担当者の育成教育」

が購買戦略における基本として位置づけられている事も

多く（Giunipero and Handfield, 2016; Chen et al., 2004）、例

えばアメリカ企業に対する調査では、購買担当者の訓練

に充てる従業員一人当たり予算が、2003 年から 2010 年に

かけて倍以上に増額されている事が示された（Giunipero, 
2016）。

2.3  購買がサプライヤーを選定する基準

　購買・調達は様々な評価項目を軸にサプライヤーを選

択する。上原（2007: 54）はサプライヤーを選定する上で

重視する項目として①過去の実績、②潜在能力・受容容

量（キャパシティー）、③技能・技術、④誠実・高潔・清

廉、⑤業務年数、⑥資格やライセンス、⑦財務的要因を

挙げている。牧野（2019: 148-149）は、サプライヤー評価

の項目として、①経営（トップ方針、主要顧客、依存度、

立地条件など）、②生産工程管理（日程管理の体制、作業

指示書、納期の協力性など）、③品質管理（品質方針、品

質管理能力、変更管理、品質教育など）、④設備加工技術（設

備・技術水準、開発能力など）、⑤コスト競争力、を挙げ

ている。その他、サービス、環境対応、法令順守も挙げ

られている（パナソニック ライフソリューション創研， 
2014: 46；鬼沢， 2007: 56-57）。なお、購買における価格選

定は、入札・複数購買で行われる（野田， 2014: 127-133；
パナソニック ライフソリューション創研， 2014: 6）。

2.4  組織における個人の意思決定

　購買担当者の価値観・能力がどの様なものであったと

しても、企業組織のルールによって行動が細かく規定さ

れかつ厳格に管理されている場合、担当者は自己の思想

や裁量を思うように発揮する事が出来ない。この様な場

合、企業の業績や取引時の収奪問題は、購買担当者の「個

人的な要因」というよりも寧ろ「組織的な要因」による

と言えるかもしれない。そのため購買担当者の価値観と

収奪問題の関係性を調査するにあたり、「組織における個

人の意思決定の要因」を整理する必要があろう。以下では、

これまでの研究で示されてきた「組織内における個人の

行動を規定する要因」について概観する。

　組織と組織内における人間の行動の関係については、

経営学の一分野とされる組織行動論（ミクロ組織論とも

呼ばれる）において多くの学術的知見が蓄積されてき

た（二村， 2004: 1-2）。近代経営学の基礎を作り上げた

Barnard（1938）と Simon（1976）は、組織における従業

員を「限定合理性」（bounded rationality）を備える存在と

してとらえた。人間は限定された合理性しか持たない為、

意思決定に必要な情報のすべてを収集できないし、たと

え収集したとしてもそれら全てを処理できるわけではな

い。故に、人間は限られた合理性の範囲で知覚や思考を

駆使して意思決定し、客観的に最適な水準ではなく、主

観的に満足できる基準に基づいて行動する事になる。古

くは理論レベルで提唱されてきた人間の限定合理性は、

認知心理学の発展によって「認知バイアス」として実証

レベルで数多く存在が確認されている（Robbins, 2005: 48-
52）。
　Simon and Tompson（1950: 315-336）は、組織が成立・

存続していくために必要な条件を理論化した「組織均衡

論」（organizational equilibrium）において、資本家、供給

業者、企業組織、顧客の均衡条件を提唱した。また、組

織均衡論においてとりわけ重要な点は、従業員以外の参

加者（資本家、供給業者、顧客）と組織は「市場」を介

して結ばれているのに対し、企業組織と従業員の関係は

「権威関係」（authority relationship）によって結ばれている

点であるとの指摘がある（二村， 2004: 19-26）。
　「権威」（authority）とは「他人の意思決定が自己の行動
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を支配するのを、思わず認めてしまうような伝達の性格」

（小泉， 1974）、または、「特定の分野で技能や知能の各段

に優れた人が自然に発する光」（岡本， 2004: 3）の事で、

一般に、道徳的価値や芸術的価値、経済力や軍事力など、

何であれ卓越した価値や力によって、人々が服従するよ

うな現象に用いられる（星野他， 1997: 84)。また、権威主

義の問題点として、非倫理的行動や、リスクの高い行動

を無理強いする事がある（岡本， 2004: 4）。
　組織における「権威」は、特定の行為を具体的に説明

する場合に限定されるわけでは無く、意思決定の前提と

なる情報（コストや品質の目標など）の伝達に使われる（二

村， 2004）。例えば、一般的に多くの組織では組織内にお

ける個人の行動は逐一厳格に管理されているわけでは無

く、与えられた「目標」に向かって意思決定を行う。なお、

人間は権威によって服従し、非道徳的行為であっても行

う可能性がある事が、いくつもの研究から実証的に示唆

されている（Milgram, 1974; Blass, 1991）。また中国と日本

のいくつかの組織に対して調査を行った結果、組織内に

おいて上司が威圧的であると感じるほど（「権威勾配」が

急であるほど）、面従腹背の傾向が強く、組織や上司への

忠誠心が低いことがわかっており、この傾向性は、日本

と中国の差よりも、「組織性の差」の方が大きかった事が

報告されている（古澤他， 2011）。
　組織における意思決定には「個人的な差」（personality）
によって異なる。個人的な差とは「比較的に一貫性が見

られる個人の思考、感情、そして行動様式」（MaCrae and 
Costa, 1997）である。Robbins（2005: 157-164）によると、

組織行動論においてこれまで議論されてきた、組織にお

ける意思決定の個人的な差は、意思決定のスタイル（分

析的、概念的、直感的、行動的）の違い、ジェンダーの

違い、道徳性の発達水準、の大きく三つによって分ける

事ができる。

　組織における個人の意思決定には、「組織の制約」が大

きく影響する（Barnard, 1938: 193-208）。組織の制約には

次のようなものがある。1. 業績の評価：例えば、コスト

ダウン目標の達成が評価対象になる場合、購買担当者は

コストダウンを目的とし意思決定を行う。2. 報酬体系：

かつてゼネラルモーターズでは、低姿勢かつ議論を避け

協調的な行動をとるマネージャーの報酬を高めた結果、

マネージャーの多くが難しい議論を回避する傾向性を持

つようになった。3. 公式の規定：ごく小規模な組織は別

として、多くの企業では従業員の意思決定をマニュアル

化することで、従業員の行動を「標準化」する事に勤め

ている。マニュアル化は従業員の意思決定を固定する。

4. 組織体制が課す時間的な制約：基本的に組織は意思決

定の「期限」（納期、〆切）を設ける。それによって従業

員は限られた時間内で実行可能な意思決定を選択する。

5. 歴史的な先例：過去の採用実績や、前年度予算等は従

業員の意思決定の重要な指標となる。

　組織の制約は組織風土（組織文化）の影響も受ける

（Robbins, 2005: 372-373）。関本他（2001）は、既往研究を

基に、組織風土を分類し組織風土尺度を作成したところ、

尺度は「権威主義・責任回避」「自由闊達・開放的」「長期的・

大局的志向」「柔軟性・創造性・独自性」「慎重性・綿密性」「成

果主義・競争」「チームワークの阻害」の 7 因子から構成

され、そのうち「自由闊達・開放的」「長期的・大局的志向」

「柔軟性・創造性・独自性」「成果主義・競争」を基とす

る風土状況は、組織変革を推進する上でプラスに働くと

思われる風土状況と暫定的に位置づけ、他方「権威主義・

責任回避」「慎重性・綿密性」「チームワーク」の阻害を

基とする風土因子状況は、組織変革を推進する上でマイ

ナスに働く風土状況と暫定的に位置づけた。また、前田

他（2007）は、労働組合員に対するアンケート調査から、

労働組合組織における組織風土は、組織成員が活発に組

織活動に関わることを保証する風土を示す「活発性」、お

よび組織としての秩序維持のために組織成員の自由を制

限する風土を示す「強制性」の 2 次元にて構成される事

を報告している。

　「（従業員の）文化の違い」が組織における個人の意思

決定に影響を与える。意思決定者の文化的背景がその人

の、分析の深さ合理性、独裁制、協調性に影響を与える

事が報告されている（Adler, 2002: 182-189)。例えば、ア

メリカは問題解決を重視する文化である一方、タイやイ

ンドネシアでは状況をありのままに受け入れる。また日

本人のマネージャーはアメリカのマネージャーよりもは

るかに集団志向が強い。

　組織における意思決定は「倫理的な問題」にも影響を

受ける。多くの組織は、例えば「自社の利益」と「公益」

がぶつかりあう等の、「倫理的なジレンマ」を抱えており、

難しい判断を求められる事も多い（勝原， 2016: 149）。組

織における倫理的な判断の多くは、功利主義的、権利基準、

正義基準、の三つの判断方法の何れかを用いる事によっ

て下される事が報告されている（Cavanagh, 1981）。
　その他、組織の中の個人の行動に影響を与える要因に

「同調圧力」（peer pressure）がある。（5）中学生のいじめに

関する研究では、いじめを行う多数派への同調傾向が、 
いじめを助長することが報告されている（竹村・高木， 
1988）。また、日本人は、「自身と関係のある人たち」で

成り立つ「世間」の重要性が極めて高く、「自身と何も関

係が無い人たち」で成り立つ「社会」の重要性が低いと

いう歴史民俗的特性が故に、世界でも類を見ない強力な

同調圧力を産むとの指摘もある（鴻上・佐藤， 2020）。一

方、同調圧力による同調行動は、実は日本人特有のもの

ではなく、例えばアメリカ人も、同調行動を起こす事も

報告されている。アメリカの 6 つの高校の学生たちに対

して行われた調査では、高校生の道徳的判断が、集団の

雰囲気によって影響を受けていることがわかった（Higgins 
et al., 1984）。また、Asch（1956）がアメリカで行った同

調行動に関する実験を、複数の異なる研究者または研究

グループによって、日米で複数回実施した結果、 アメリカ

人のほうが日本人よりも同調行動をとる傾向性がある事

が報告されている（高野， 2008: 57-61）。
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2.5  本研究の位置づけ

　前述のとおり、本研究の目的は、購買担当者の収奪促

進的購買態度を計測する心理学的手法を考案し、収奪促

進的な購買態度と非収奪促進的な購買態度が購買担当者

の他のどのようなパーソナリティーや道徳性と関係して

いるかを確認することで、収奪促進的購買態度の心理学

的な背景構造を明らかにすることである。収奪促進的購

買態度がどのような内的構成を持ち、またどのような外

部尺度と関連しているかを知ることは、心理的方略によ

る収奪低減策を検討する際の参考となり得る。現時点で

は購買担当者の購買業務に対する態度を対象とした既往

研究がほとんど存在していないため、本研究はその計測

方法についての探索的検討を行うが、今後はその知見を

踏まえて具体的な収奪緩和の方法と効果に関する研究が

必要となる。

　本研究では、購買担当者の業務態度を構成すると考え

られる様々な心理的性質を計測し、他の心理変数との相

関を確認することで、どのような心理的性質がどのよう

にして収奪を加速し得るかについて総合的な考察を行

う。 詳細は 3 章で後述するが、既往研究の示唆に基づい

て、収奪の促進に関係している可能性がある 52 の項目に

ついて質問を設定し、回答結果に対して因子分析等を行

い尺度としての整理を行う。また、購買態度をより深層

から規定している可能性がある購買担当者のパーソナリ

ティーをいくつか計測し、購買態度との関連性を確認し、

考察を加える。

　こうした分析は既往研究に見られないものであるのみ

ならず、購買担当者への啓蒙など心理的な方略で収奪の

低減を目指す上で実践的な参考情報となることが期待さ

れる。

3.  方法

3.1  調査対象

　本調査は全て、web 調査会社に委託することにより実

施した。調査回答者は、全国からランダムに抽出された

20 代～ 60 代（平均年齢 = 46.5 歳、SD = 10.61）、従業員規

模 300 人以上の企業（従業員数 300 ～ 500 名未満：231 名、

500 ～ 1,000 名未満：225 名、1,000 人以上：744 名）で、

現役の購買担当者または、過去に購買担当を経験したこ

とがある人（現役の購買担当者：639 名、過去に購買担当

経験：561 名）、女性 247 名、男性 953 名の計 1,200 名に

実施した（会社員は 1,028 名、公務員は 172 名）。調査は

2022 年 10 月 6 日～ 11 日に行った。アンケート回答者に

対する報酬は、ウェブ調査会社の規定にそって付与され

た。

　大企業に所属する購買担当者に対するアンケート調査

は、日本ではこれまで行われてきたことが無い事を鑑み、

今回、大分類である大企業に特有の性質を抽出する事と

した。そのため小分類である、土木事業分野、製造業、サー

ビス業等の業種を区別しない、一括したデータの分析を

試みた。

　なお、常時発注する「財（物品）」や「サービス」の種類、

「業界特有の慣習」が、購買担当者の態度に影響を与える

事も考えられる。しかし、製造業や建設業をはじめとし

た多くの業界において、購買担当者は複数種類の財・サー

ビスを発注しており、特定の財・サービスの影響のみを

条件とした態度の抽出が困難であると考えられる。また、

複数業種で営業している企業もあるため、業界特有の慣

習の抽出も困難であると考えられる。そのため本研究で

は、財、サービス、業界を分類しない一括したデータの

分析を行った。

3.2  調査項目の構成

　まず、下記に述べる様な各種の既往研究に照らして、

収奪を促進する可能性があると考えられる心理的性質と

して「利己的購買態度」「サプライヤーへの配慮性」「社

会への配慮性」「組織への従属性」についての質問項目（合

計 52 項目）を用意した。既往研究の示唆に基づいて作成

した質問の一覧が表 1 のとおりである。番号 1 ～ 14 が「組

織への従属性」、15 ～ 33「利己的購買態度」、 34 ～ 46 が

「サプライヤーへの配慮性」、47 ～ 52 が「社会への配慮性」

意味する質問項目である。これら 52 項目の質問文は、後

述する日本語版 Dark Triad Dirty Dozen（以下、DTDD-J と
呼ぶ。）の質問方法 （田村他， 2015）に合わせて画面への

表示順序をランダム化した。回答者には、それぞれの項

目に対して、「まったく当てはまらない」、「あまり当ては

まらない」、「どちらとも言えない」、「少し当てはまる」、「非

常に当てはまる」の質問内容による 5 件法で、回答を求

めた。

　なお、これらの質問については後述の因子分析でさら

なる整理を行うが、項目として設定した理由は以下のと

おりである。

　第一に、収奪問題の議論が戦前より多く行われてきた

中小企業論では、マルクス経済学を援用し、大企業を「中

小企業から利益を『利己的』に収奪する存在」として捉

える傾向性がある（黒瀬， 2018: 5-7；川上， 2006；渡辺， 
1953；巽， 1960: 42；加藤， 1968: 224-236）。このことから、

「利己的な購買態度」と言い得る項目を 19 個設定した。

　第二に、大企業に所属する購買担当者が、組織の命令

に対して従順なパーソナリティーを持っていたり、高い

従属性を求められる組織に所属している場合、自社の利

益を最大限確保せよという組織の命令・指示に対し忠実

である結果として、発注先の中小企業に対し収奪促進的

購買を行う可能性がある。そこで「組織への従属性」を

表すと考えられる項目を 14 個設定した。

　第三に、 大企業の購買担当者は、自社の短期的な利益の

みを追求するのではなく、多かれ少なかれサプライヤー

に対する配慮も行う場合があると考えられる。そのため、

「サプライヤーへの配慮性」を計測するための項目を 13
個設定した。この指標は、負である場合に、より収奪促

進的であると解釈される。

　第四に、購買担当者は本来、自社やサプライヤーのみ

ならず「社会的利益」への配慮もする必要がある（倫理

的な理由や、取引の双方の企業の長期的利益のため）。そ
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こで、「社会への配慮性」を表すと考えられる項目を 6 つ

設定した。

　また、収奪促進的購買を行う担当者は取引の相手を人

間的な共同体の一員であるとは捉えていない可能性が考

えられるため、そうした性質を計測するために、反社会

的パーソナリティーと道徳性に関する項目を合計で 41 項

目設定した。これらの項目は、収奪促進的購買態度を計

測する尺度の基準関連妥当性の検証及び収奪促進的購買

態度の背景構造の考察に用いる。なお、反社会的なパー

ソナリティーを測定する尺度としては、DTDD-J（田村他， 

2015）を用い、下位尺度であるマキャベリアニズム、サ

イコパシー、自己愛傾向に関する質問 12 項目に対して、

それぞれ前述と同様の 5 件法で回答を要請した。

　また、道徳性（6）を測定する尺度として、Schwartz （1992）
の「社会的価値」を測定する為に Stern et al.（1999） が用

いた「利他価値」「利己価値」「変化価値」「伝統価値」の

尺度を用いた。これらは合計で 23 項目あり、前述と同様

の 5 件法にて回答を要請した。さらに、将来価値につい

て Strathman et al.（1994）の指標を採用し、この指標を構

成する 6 項目の質問に対しそれぞれ「全く重視しない」「あ

番号 質問項目 番号 質問項目

1 私の会社は，権威主義的な組織である 27 一生懸命で責任感がありかつ安いサプライヤーが一番よ

い

2 私の会社は，実力者の発言に対して，誰も異を唱えよう

とはしない
28 安価で品質も兼ね備えたサプライヤーが一番だ

3 私の会社は，個人が責任を問われがちな企業である 29 納入実績がありかつ安いサプライヤーを選定したい

4 自社内の役職者の意見・指示は，絶対だと思う 30 サプライヤーよりも，発注者の方が立場的に上だ

5 私は，周りに流されやすい性格である 31 サプライヤーの過失は厳しく追及するべきだ

6 私は，集団行動に強いストレスを感じる 32 問題があるサプライヤーは極力変える

7 私は，道徳的におかしいと感じても，会社の命令は実行

する．
33 品質が高いのは今どき当たり前である

8 私の会社は，厳格にルールを定め標準化を徹底した組織

である
34 サプライヤーも，大いに儲かるべきだ

9 私が所属する調達部署では，仕事の手順が詳細に決めら

れており，遵守する必要がある
35 サプライヤーが品質を維持するためには，値段が高くて

も仕方が無い

10 私の会社は，成果主義で社内競争が激しい企業である 36 サプライヤーが品質を維持するためには自分たち（発注

者）の協力が不可欠だ

11 私の会社は，倫理性よりも合理性・現実性を優先する組

織である
37 短納期対応が可能なサプライヤーは高くても買う

12 私の会社は，つまるところ自社の利益獲得を一番の目的

とした組織である
38 対応の柔軟性が高いサプライヤーは高くても買う

13 私の会社は，目立ちすぎると叩かれる雰囲気がある 39 嘘をつかず，誠実なサプライヤーは高くても買う

14 私の会社は同調圧力が強い組織である 40 たとえサプライヤーに過失があっても，責任を全てサプ

ライヤーに負わせるべきとは限らない

15 調達価格は，安ければ安いほどとにかくよい 41 サプライヤーが末永く事業を継続できるよう，発注者は

配慮するべきだ

16 品質は，高ければ高いほど良い 42 サプライヤーを過度に競争させると，品質が低下する

17 サプライヤーからの納期は，短ければ短い程良い 43 サプライヤーが儲かれば世の中全体が良くなる

18 サプライヤーどうしは，競争するべきである 44 サプライヤーが間違いを犯すこともあるのは，ある程度

は仕方が無いと思う

19 サプライヤーには厳しく接するべきである 45 気に入ったサプライヤーとはプライベートでも付き合い

がある

20 サプライヤーの対応力は，柔軟性が高く安いほど良い 46 高くても安心できるサプライヤーに発注する

21 サプライヤーは，海外も含めて選定する 47 サプライヤーと購買側企業の立場は対等だ

22 サプライヤーは，基本的に入札または相見積りなどで選

定する
48 サプライヤーには常に感謝と信頼の念をもって接する

23 サプライヤーのミスは全てサプライヤーが責任を負うべ

きだ
49 サプライヤーとの共存共栄を目指す

24 サプライヤーは，法令遵守意識を持つべきだ 50 サプライヤーと良好な関係を築くが，癒着はしない

25 サプライヤーの選択肢は多い方が良い 51 サプライヤーとは，お互いに倫理的な関係性でなければ

ならない

26 サプライヤーの優れた技術に学ぶところが多い 52 サプライヤーとは長期的な関係性を構築するべきだ

表 1：収奪促進的購買態度の質問内容
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まり重視しない」「どちらともいえない」「少し重要」「非

常に重要」の質問内容による 5 件法で回答を求めた。外

部基準尺度の全質問項目は表 2 にとりまとめたとおりで

ある。

3.3  分析方法

　収奪促進的購買態度については、下位尺度の構成の妥

当性を確認するために、全項目に対して因子分析を行い、

想定どおりの下位因子が抽出されるか否かを検証する。

また、下位因子同士の相関を、符号の向きを含めて確認

する。

　収奪促進的購買態度と反社会的パーソナリティー及び

道徳性の関係については、相関分析を行った上で、収奪

行為に直結する尺度と、それらをより深層で規定する尺

度のあいだに階層的な関係を想定し、構造方程式モデリ

ングのパス係数を確認する。そのことを通じて、収奪的

態度の背景にある心理構造について考察を行う。

　なお、収奪促進的購買態度の得点に対して因子分析を

行い、下位尺度と外部基準尺度の相関を求めたところ、

既往研究の示唆からは負の相関を示すと考えられる利他

価値・将来価値・伝統価値と利己価値（羽鳥他， 2008) が、

正の相関を示す結果となった。その原因として、今回の

アンケート調査では各質問をランダムに並べ替え、かつ

セクション区切りが無い画面での回答となったため、各

回答者に、すべての項目に同じ（もしくは近い）番号を

回答してしまう「省力回答」現象（回答者の偏向性とも

いえる）が生じやすく、そのため全ての項目が正の相関

を示す結果となった可能性がある。そこで、各回答者に

ついて、収奪促進的購買態度及び外部基準尺度の全項目

の得点平均を、各項目の得点から除く補正を行った。以

降の分析は、この補正後のデータを用いたものである。

なお、本研究におけるデータのサンプリング方法は、ラ

ンダムサンプリングによるもので、統計的妥当性を持つ

ものであり、後述の、既往文献で示された外部基準尺度

との整合性を踏まえると、本補正が一定程度の妥当性を

持つものであると考えられる。

4.  分析結果

　表 3 は、今回設定した各態度項目についての基本統計

である。下位尺度の詳細は後述するが、収奪促進的購買

態度尺度は、4 つの因子から構成される下位尺度をもつ尺

度となった。収奪促進的購買態度の下位尺度 4 因子の α
係数は、第 1 因子が 0.81、第 2 因子が 0.73、第 3 因子が 0.68、
第 4 因子が 0.62 であった。その他外部基準尺度は、マキャ

ベリアニズムが 0.83、サイコパシーが 0.76、自己愛傾向

が 0.77、利他価値が 0.88、利己価値が 0.61、将来価値が 0.53、
変化価値が 0.63、伝統価値が 0.83 となった。とりわけ将

来価値の値が低いものの、全体としては一定程度の信頼

性が得られた。

4.1  収奪促進的購買態度尺度の因子分析結果

　調査票設計の段階で、下位尺度を想定した項目作成を

行ったことと、第四固有値と第五固有値の間に比較的大

きな差があり以降の固有値減少幅が小さい傾向があった

ため、4 因子構造が適当と判断し因子分析（プロマックス

回転・最尤法）を行った。なお、固有値は、5.83 、1.99、1.62、
1.05、0.93、0.91、0.82 …と減衰し、上位 4 因子で全体の

＜マキャベリアニズム＞

• 私には他の人をあやつっても自分の思い通りにするところ

がある

• 私には他の人をだましたり嘘をついても自分の思い通りに

するところがある

• 私には他の人にお世辞を言っても自分の思い通りにすると

ころがある

• 私には自分の目的のために他の人を利用するところがある

＜サイコパシー＞

• 私は、あまり自分のあやまちを認める事がない

• 私は、自分の行動の善悪にはあまり関心が無い

• 私は、どちらかというと冷淡で人の気持ちを気にしない

• 私は、どちらかというと疑い深くひねくれた人間である

＜自己愛傾向＞

• 私は、他の人から立派な人物だと思われたいほうだ

• 私は、他の人から注目してほしいと思いがちだ

• 私は、高い身分や名声を手に入れたいと思いがちだ

• 私は、他の人からの特別な好意を期待しがちだ

＜将来価値＞

• 私は、将来のことをよく考えて，それをもとに日々の行動

を決めている

• 私はよく、‘すぐに結果の出ないようなこと’でも、実行す

る

• 私は、将来のことを考えて、目先の幸せを犠牲にすること

が出来る

• ‘将来の問題’は将来、解決されるであろうから、気にする

必要はない

• ‘将来の問題’のために、今を犠牲にする必要はない

• 将来のことは、その時になって考えればよい。今は目先の

ことが重要である

＜利他価値＞

• 社会的な正義（不正を正す、弱者の保護）

• 汚染の防止（天然資源の保全）

• 公平さ（すべての機会の平等）

• 自然との調和（自然との適応）

• 世界平和（戦争と紛争の除去）

• 地球の尊重（他の生き物との調和）

• 環境保護（自然保護）

＜利己価値＞

• 社会的な勢力（他者の支配、優位性）

• 影響力（人々や物事に対する影響力）

• 富（物質的財産、金銭）

• 権力（支配や命令の権利）

＜変化価値＞

• 好奇心（あらゆるものに対する興味、探究心）

• 変化にとんだ生活（挑戦、珍しさと変化）

• 刺激的な生活（刺激的な経験）

＜伝統価値＞

• 真の友情 ( 親しい理解ある友人）

• 忠誠心（自分の友人に対する信用）

• 所属意識（自分の助けとなる友人の存在を感じること）

• 従順さ（礼儀正しさ、義務を果たすこと）

• 自己鍛錬（自己抑制、誘惑への忍耐）

• 家族の安全（愛する人の安全）

• 両親や年長者の尊重（敬意の表明）

• 正直さ（純粋、誠実さ）

• 寛容さ（他者を許そうとする気持ち）

表 2：外部基準尺度と質問内容
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48.65 % を説明している。

　因子負荷量が 0.3 未満の項目と、共通性が 0.2 未満の項

目を取り除いて繰り返し因子分析を行い、最終的に得ら

れた因子パターンは表 4 の通りである。

　第 1 因子は、8 項目から構成され、購買担当者に求めら

れる、法令遵守、コンプライアンス（サプライヤーと癒

着しない）、マニュアル遵守意識を示す項目、また、サプ

ライヤー選定における基本的な手法である入札・複数購

買を行う態度で構成されているため、「購買マニュアル遵

守意識」と命名した。第 2 因子は、6 項目で構成され、概

ねサプライヤーへの配慮性を示す項目で構成されている

ため、「サプライヤーへ配慮」因子と命名した。第 3 因子は、

5 項目で構成され、組織が権威主義的な風土である事を示

す項目で構成されているため、「権威主義組織」因子と命

名した。第 4 因子は 3 項目で構成され、購買コストの改

善意識の高さを示す項目で構成されているため、「購買コ

スト改善意識」因子と命名した。

　なお、因子間相関は表 4 の通りとなった。購買マニュ

アル遵守意識（第 1 因子）は、サプライヤーへ配慮（第 2
因子）、購買コスト改善意識（第 4 因子）とそれぞれ 0.60、
0.68 の正に相関した一方で、権威主義組織とは、–0.41 と

負に相関した。また、サプライヤーへ配慮が、権威主義

組織と –0.27 の負に相関する一方で、購買コスト改善意識

とは 0.42 の正に相関した。そして、権威主義組織と購買

コスト改善意識は、–0.19 と負に相関した。第 1、2、4 因

子が、購買担当者の社会やサプライヤーに対する誠実さ

に関する因子である一方で、権威主義組織が社会やサプ

ライヤーへ配慮しない因子である事を鑑みると、整合的

である。

　第 1 因子（購買マニュアル遵守意識）は、「法令遵守」

「マニュアル遵守」に関する項目があり、直接的に収奪行

為と関係する因子とは考え難いものの、「サプライヤーは、

基本的に入札や相見積で選定する」「サプライヤーどうし

は競争するべきである」等の、サプライヤーの過当競争

を促進しうる項目も含まれているため、収奪促進的購買

の源泉である可能性が考えられる。ただし、企業によっ

ては、自主的に収奪を回避する基準を設けている場合も

考えられるため、購買マニュアルの遵守が、寧ろ収奪回

避的である可能性も考えられる。しかし、購買部署が調

達コストの削減を企図している以上、多くの企業の購買

マニュアルが、収奪促進的傾向をもつ可能性があると考

えられる。また、第 2 因子（サプライヤーへ配慮）は、

概ねサプライヤーへの配慮性を示す項目で構成される因

子であるため、直接的な非収奪促進的購買態度であると

考えられる。第 3 因子「権威主義組織」は、権威主義が、

人間関係を水平では無く、垂直的（上か下か）に捉える

特性である事（岡本， 2004: 124-128）を踏まえると、サプ

ライヤーへの配慮性を低減させる事による収奪促進的購

買行為の源泉となる可能性が考えられる。また第4因子「購

買コスト改善意識」は、サプライヤーからの仕入れ価格

を切下げる意識と解釈できるため、直接的な収奪促進的

購買態度であると考えられる。

　以上のとおり、項目除去及び因子分析の結果、調査票

設計の段階で事前に設定した分類構成と完全には一致し

ないものの、収奪促進的（または抑制的）態度として解

釈可能な尺度構成が得られたと考えられる。

4.2  収奪促進的購買態度尺度と外部基準尺度の相関

　DTDD-J を構成する 3 つの因子（マキャベリアニズム、

サイコパシー、ナルシシズム）および、将来価値、利他価値、

利己価値、変化価値、伝統価値と、収奪促進的購買態度

尺度の下位尺度得点の相関係数を測定した（表 3）。
　マキャベリアニズムは、権謀術数をめぐらし他者操作

的で搾取的な特性であり（Christie and Geis, 1970）、サイ

コパシーは、利己性や希薄な感情、共感性の欠如を特徴

とする対人的・感情的側面と衝動性のような行動的側面

をもつ （Dutton, 2012: 60-61; Hare, 2003）。また、自己愛傾

向は、賞賛や注目、地位や名声を求め、他社に対し競争

的かつ攻撃的な志向性である（Raskin, 1979）。これら 3 特

性は反社会的特性であり、協調性との負の相関が一貫し

大分類 尺度（因子）名 平均 標準偏差 α係数

収奪促進的購買態度尺度

購買マニュアル遵守意識 0.27 0.45 0.61 

サプライヤーへ配慮 0.28 0.55 0.73 

権威主義的組織 –0.25 0.64 0.68 

コスト意識 0.25 0.58 0.62 

外部基準尺度

マキャベリアニズム –0.65 0.81 0.83 

サイコパシー –0.58 0.77 0.76 

自己愛傾向 –0.50 0.73 0.77 

利他価値 0.54 0.64 0.88 

利己価値 0.07 0.57 0.61 

将来価値 –0.30 0.45 0.51 

変化価値 0.17 0.63 0.63 

伝統価値 0.40 0.53 0.83 

表 3：基本統計量
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て確認されており、対人関係に問題を抱えやすいとされ

る（Paulhus and Williams, 2002）。
　まず、購買マニュアル遵守意識（第 1因子）は、DTDD-J（マ

キャベリアニズム、サイコパシー、自己愛傾向）、利己価値、

変化価値と有意に負の相関を示し、将来価値、利他価値、

変化価値、伝統価値と有意に正の相関を示した。 この結

果は、第 1 因子が、反社会的パーソナリティーが高く、

道徳性が低い傾向性と関係がある事を意味し、同因子が、

会社の規則を守る等の、真面目さの度合いと解釈すると、

一定の整合性があると考えられる。

　サプライヤーへ配慮（第 2 因子）は、 DTDD-J、利己価値、

変化価値と有意に負の相関を示し、将来価値、利他価値、

下位尺度名 番号 質問文 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子 共通性

購買マニュアル

遵守意識

32 問題があるサプライヤーは極力変える 0.76 0.01 0.03 –0.14 0.44 

50 サプライヤーと良好な関係を築くが，

癒着はしない
0.72 0.12 –0.01 –0.06 0.58 

24 サプライヤーは，法令遵守意識を持つ

べきだ
0.66 –0.01 –0.03 0.05 0.50 

22 サプライヤーは，基本的に入札または

相見積りなどで選定する
0.58 –0.12 –0.07 0.01 0.31 

18 サプライヤーどうしは，競争するべき

である
0.53 0.02 0.10 –0.04 0.23 

51 サプライヤーとは，お互いに倫理的な

関係性でなければならない
0.43 0.18 –0.01 0.15 0.45 

9
私が所属する調達部署では，仕事の手

順が詳細に決められており，遵守する

必要がある

0.38 –0.18 –0.21 0.11 0.25 

45 気に入ったサプライヤーとはプライ

ベートでも付き合いがある
–0.53 0.00 –0.14 –0.12 0.33 

サプライヤーへ

配慮

34 サプライヤーも，大いに儲かるべきだ –0.11 0.66 0.05 –0.08 0.33 

47 サプライヤーと購買側企業の立場は対

等だ
–0.04 0.65 –0.03 –0.06 0.37 

48 サプライヤーには常に感謝と信頼の念

をもって接する
0.04 0.57 –0.06 0.05 0.41 

49 サプライヤーとの共存共栄を目指す 0.18 0.49 –0.10 0.03 0.45 

36
サプライヤーが品質を維持するために

は自分たち（発注者）の協力が不可欠

だ

0.03 0.41 –0.11 0.14 0.30 

29 納入実績がありかつ安いサプライヤー

を選定したい
0.07 0.37 0.13 0.17 0.24 

権威主義組織

2 私の会社は，実力者の発言に対して，

誰も異を唱えようとはしない
0.02 0.15 0.67 –0.05 0.41 

1 私の会社は，権威主義的な組織である 0.20 0.03 0.64 –0.15 0.36 

14 私の会社は同調圧力が強い組織である 0.02 –0.16 0.53 0.16 0.31 

3 私の会社は，個人が責任を問われがち

な企業である
–0.06 –0.02 0.47 –0.04 0.27 

13 私の会社は，目立ちすぎると叩かれる

雰囲気がある
–0.15 –0.15 0.43 0.12 0.30 

購買コスト改善

意識

20 サプライヤーの対応力は，柔軟性が高

く安いほど良い
0.12 0.07 0.06 0.42 0.28 

27 一生懸命で責任感がありかつ安いサプ

ライヤーが一番よい
–0.05 –0.05 –0.04 0.64 0.35 

28 安価で品質も兼ね備えたサプライヤー

が一番だ
0.11 0.04 –0.04 0.58 0.46 

因子間相関 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子

第 1 因子 － 0.60 -0.41 0.68 

第 2 因子 － -0.27 0.42 

第 3 因子 － -0.19 

第 4 因子 －

表 4：収奪促進的購買態度尺度の因子分析結果（因子パタン）
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変化価値、伝統価値と有意に正の相関を示した。この結

果は、第 2 因子が、反社会的パーソナリティーが低く、

道徳性が高い傾向性と関係がある事を意味し、一定の整

合性があると考えられる。

　権威主義組織（第 3 因子）は、DTDD-J と有意に正の

相関を示し、将来価値、利他価値、利己価値、変化価値、

伝統価値と有意に負の相関を示した。権威主義組織にお

ける購買担当者は、反社会的パーソナリティーが高く、

道徳性が低い傾向性がある事を意味し、一定の整合性が

あると考えられる。なお、利己価値が有意に負の相関を

示したことは、整合的とは言い難い結果であるが、値が

小さかった事と、その他の外部基準尺度が整合的である

事を踏まえると、測定による誤差である可能性が考えら

れる。

　また購買コスト改善意識（第 4 因子）は、 DTDD-J、利

己価値、変化価値と有意に負の相関を示し、将来価値、

利他価値、変化価値、伝統価値と有意に正の相関を示した。

同因子が、反社会的パーソナリティーが低く、道徳性が

高い事は、「会社のため」にコストを下げると解釈すると、

整合的である。

　以上より、本研究で作成した収奪促進的購買態度尺度

は、一定の妥当性がある尺度であると考えられる。

4.3  共分散構造分析による収奪促進的態度の背景構造の

検証

　本研究で作成した収奪促進的購買態度の尺度は、一定

の妥当性があると考えられるが、直接的に収奪促進的購

買行為と関係があると考えられる下位尺度は、第 2 因子

「サプライヤーへ配慮」と第 4 因子「購買コスト改善意

識」であると言え、その他の心理的性質は、これら 2 点

を規定する深層の背景要因であると考えることができる。

そこで図 1 のとおりパス構造を想定し、共分散構造分析

によってパス係数を推定し検証を行うこととした。以下、

図 1 のパス構造を想定した理由を述べる。なお、図 1、2
における、実線の片方向矢印は正の効果（因果関係）、点

線の片方向矢印は負の効果（因果関係）を示す。また、

双方向矢印は相関関係を示す。

　まず、実際の収奪促進的行為と直接的な関係があると

考えられるのは、「サプライヤーへ配慮」と「購買コスト

改善意識」であるが、実際の収奪促進的購買行為に対し、

前者は負、後者は正の効果を及ぼすと考えられる。また、

「購買マニュアル遵守」は、購買担当者の自社組織の職務

遂行への誠実さの一種であると考えられ、近年の購買マ

ニュアルにおいては一般にコスト節約の追求のみならず

サプライヤーとの適切な関係の維持が定められているこ

とから、「サプライヤーへ配慮」「購買コスト改善意識」

の双方に対して正の効果を及ぼすと考えられる。また、

購買マニュアル遵守意識、購買コスト改善意識は、いず

れも職務遂行への主体的な誠実さを意味しており、権威

主義組織、反社会性とは負の関係にあると想定される（図

1）。一方、サプライヤーへ配慮も、取引先に対する誠実

さを意味することから、権威主義組織や反社会性とは負

の関係にあると想定できる。

　これらの仮説に基づき、パス係数を推定した結果が

図 2 である。モデル全体の適合度をみると、GFI: 1.000、
AGFI: 0.997、RMSEA: 0.000 となり、説明力、適合度は

共に高いと言える推定結果が得られている。また、サイ

コパシーからサプライヤーへ配慮、権威主義組織から購

買コスト改善意識へのパスは係数が統計的に有意となら

かったため、除去した。

　権威主義組織は、サプライヤーへ配慮、購買マニュア

ル遵守に対して、それぞれ –0.07、–0.13 と負の効果を示

した。マキャベリアニズムは、サプライヤーへ配慮、購

買マニュアル遵守、購買コスト改善意識に対して、それ

ぞれ –0.23、–0.20、–0.13と負の効果を示した。サイコパシー

は、購買マニュアル遵守、購買コスト改善意識に対して、

それぞれ –0.10、–0.08 と負の効果を示した。自己愛傾向は、

サプライヤーへ配慮、購買マニュアル遵守、購買コスト

改善意識に対して、それぞれ –0.12、–0.10、–0.07 と負の

効果を示した。また、DTDD-J を構成するマキャベリアニ

ズムとサイコパシーは 0.75、サイコパシーと自己愛傾向

は 0.56、自己愛傾向とマキャベリアニズムは 0.70 と、い

ずれも互いに正の相関を示した。そして、購買マニュア

ル遵守は、サプライヤーへ配慮、購買コスト改善意識に

対して、それぞれ 0.21、0.33 と正の効果を示した。

　モデル全体の特徴を要約すると、図 1 の仮説は、収奪

が促進される回路には「サプライヤーに配慮しない」と

いう悪意（便宜的に反社会性・権威主義組織を「悪意」

と呼ぶ）を源泉とする回路と、「自社の職務遂行への誠実

さ」という善意を源泉とする 2 つの回路が存在すると想

定したものだと言いうる。そして、その背景にある心理・

態度的メカニズムが、本分析によって支持されたと言え

る。つまり、購買担当者が反社会的かつ非道徳的である

ことや、組織が権威主義的であることは、「サプライヤー

マキャベリ

アニズム

サイコパ

シー
自己愛傾向 将来価値 利他価値 利己価値 変化価値 伝統価値

購買マニュアル遵守意識 –0.63 ** –0.56 ** –0.52 ** 0.39 ** 0.28 ** –0.30 ** –0.13 ** 0.24 **

サプライヤーへ配慮 –0.58 ** –0.48 ** –0.50 ** 0.30 ** 0.27 ** –0.34 ** –0.08 * 0.15 **

権威主義組織 0.25 ** 0.27 ** 0.16 ** –0.17 ** –0.35 ** –0.09 ** –0.21 ** –0.40 **

購買コスト改善意識 –0.48 ** –0.44 ** –0.41 ** 0.26 ** 0.20 ** –0.25 ** –0.13 ** 0.19 **

注：**：< .01，*：< .05。

表 5：下位尺度と外部基準尺度の相関
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への配慮を低下させる」という回路での収奪促進効果を

持つと考えられる一方で、自社の職務遂行の誠実さに起

因する収奪現象に対しては抑制的な効果を持つ可能性が

ある。したがって、収奪現象について、現場当事者の心

理的性質に着目した原因分析を行う際や、それに対応し

た改善策を策定するでは、この 2 重の収奪回路の存在を

念頭に置いた検討が求められるといえる。

　なお、本研究は「サプライヤーに配慮しない」や「購

買コスト改善意識」という二つの変数が、収奪促進的購

買行為に影響を及ぼし得るものであるという想定の下、

これら二変数に対する要因を実証的に検討するもので

あった。理論的にはサプライヤーへの配慮性が低ければ、

サプライヤーへの支払いがそうで無い場合よりも低くな

る可能性が十分に想定され得るものであると同時に、購

買コスト改善意識が高ければ、同様に同支払いが低くな

る可能性が考えられ得る。こうした因果関係の実証的確

認については今後の課題として、さらなる研究が望まれ

る。

　なお、今回使用した尺度は、α係数が小さい項目もあり、

収奪促進的購買態度の計測方法については改善の余地も

あるため、本研究で算出した相関係数やパス構造は、今後、

改善の余地がある指標に基づいて算出されたものである。

図 1：共分散構造の仮説
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反社会性（DTDD-J）
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相関係数

図 2：共分散構造の推定結果
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ただし上述のとおり、収奪促進的購買態度尺度と外部基

準尺度の相関性や、共分散構造の推定結果からは、一定

の整合性が確認されるため、一定程度の妥当性を持つ結

果であると考えられる。

5.  総合考察と今後の展望

　本研究では、大企業の購買担当者に対するアンケート

調査を行い、因子分析・外部基準尺度との相関性の測定

を行う事によって、購買マニュアル遵守意識、サプライ

ヤーへ配慮、権威主義組織、購買コスト改善意識の四つ

の下位尺度から構成される収奪促進的購買態度尺度を作

成し、尺度として一定の妥当性を持つ事が確認された。

また、共分散構造分析の結果から、収奪を促進する回路

には、「サプライヤーに配慮しなくなる」という悪意を源

泉としたものと、「会社のため」という善意を源泉とした

回路の 2 つの回路が存在することが示された。

　本研究結果からは、2 つの収奪緩和施策としての方向性

が考えられる。

　第一に、悪意を源泉とした回路では、「サプライヤー（下

請け）」への配慮性を高めるために、道徳性やサプライヤー

の社会的・経済的重要性を周知する啓蒙的な取り組みが

必要であると考えられる。これは、1.2 で述べた、心理的

な取り組みである。しかし本研究から得られた重要な示

唆として、「道徳性」の改善のみを試みた場合、必ずしも

収奪行為が抑制されるとは限らない。というのも、自社

の職務遂行への誠実性が高まることで、コスト削減の努

力が加速される可能性があるからである。そのこと自体

は、必ずしも不当なことであるとは言えないが、「悪意」

を低減させるだけでは不十分であるということに十分注

意しなければならない。

　そこで第二に、善意を源泉とした回路については、構

造的な規制を強化する措置が重要になると考えられる。

会社員として「真面目」に購買部署の仕事を行う態度を、

抑制するのは合理的とは言えず、「真面目さ」に由来する

コスト低減努力を妨げるべきとは言えない。しかしなが

ら、その善意が、取引関係全体を見た場合に不当な収奪

につながる可能性も存在する以上は、構造的なルール上

の制約を強化することによって、それを防ぐ措置が必要

であろう。

　そのため、購買担当者のコスト意識が高くても、仕入

コストを一定割合以下に切下げる事を規制する事や、サ

プライヤーの競争を制限することで、サプライヤーの自

滅的な価格切下げを制限する必要性が考えられる。

　今回の様に、心理学的知見を援用し、企業の購買担当

者の態度傾向性を測定する様な研究は、これまでほとん

ど行われてきていない。そのため、本研究で行った収集

データのセグメント選定や分析方法が、今後のさらなる

研究の参考になると考えられる。

　今回作成した尺度は、既往研究を踏まえ作成した、収

奪促進的購買行為に影響すると予想される態度に関する

尺度であり、心理尺度としては一定程度の学術的コンセ

ンサスがあると考えられる。今後は、現実の収奪促進的

購買行為をどの程度反映しているかという妥当性につい

ての研究も必要であり、それによってより高い精度の尺

度となる事が期待できる。

　今後、さらなる研究を進める事で、より高い信頼性と

妥当性をもつ収奪促進的購買態度尺度の開発ができれば、

収奪問題の緩和解消に資する政策提言が期待できる。例

えば、下請法の知識の有無と収奪促進的購買態度尺度の

関係性を測定し、下請法の知識が収奪を下げる事が示唆

される結果となれば、情報提供によって収奪問題を緩和

する施策に一定の効果がある事が期待できる。

　むすびに。かつて、とりわけ製造業において解決が問

われてきた収奪問題であるが、近年では、多重下請構造

を有し、人手不足が深刻化する建設業や貨物輸送業にお

いて、適正単価の必要性が求められている（国土交通省， 
2023；経産省他， 2023）。今後は、心理的方略と構造的方

略の両方面からの収奪緩和措置を、積極的に実施・評価

する事が求められよう。とりわけ本研究結果から考えら

れる「収奪緩和施策には、心理的な取り組みだけでは不

十分で、構造的な取り組みも必要である」という可能性は、

収奪規制の強化または緩和の議論における新たな知見と

して、一定程度有用であると考えられる。

注
（1） 収奪問題を明確に最初に問うた研究は定かではないが、

これに相当する問題は、1918 年 12 月の社会政策学会

にて、上田貞次郎によって指摘されている。
（2） 経済産業省：働き方改革に伴う「しわ寄せ」及び下請

いじめの防止に向けた CM の周知及び CM 放映に関す

る御意見・御要望等の募集について（御依頼）、事務連

絡、令和元年 7 月 1 日、2019。
（3） 「構造的方略」とは、「法的規制により非協力行動を禁

止する、非協力行動の個人的利益を軽減させる、協力

行動の個人的利益を増大させる等の方略」（藤井， 2000: 
31）であり、ここでいう「人々」とは企業において仕

入先との価格交渉を担当する「発注担当者」の事であり、

また、「協力行動」とは、「収奪を起こさない事」をいう。

また、「心理的方略」とは「個人の行動を規定している、

信念、態度、責任感、信頼、道徳心、良心等の個人的

な心理的要因に直接働きかける事で、社会構造を変革

しないままに自発的な協力行動を誘発する」事である。
（4） なお、収奪問題は、購買担当者（または親事業者）と

サプライヤーの交渉ゲームと捉える事もできる。例え

ば、Williamson（1984）は、親事業者と下請事業者の

取引に必要な投資の技術的性格の違いを基に、取引に

よって得られる利益の大きさが異なることを示してい

る。ただし、いずれにせよ、収奪が発生する現場であ

る取引関係者のパーソナルな態度に関する研究はほと

んどない。
（5） なお、組織の中の個人の行動に影響を与える要因に「空

気」（atmosphere）がある。「空気」は、伝統的な組織

行動論ではあまり論じられる事があまり無いが（Julmi, 
2017）、「同調圧力」の源泉として、心理学分野で研究



30 高平 伸暁 他：大企業購買担当者の収奪促進的購買態度とパーソナリティー・道徳性の関係に関する研究

実践政策学　第 10 巻 1 号　2024 年

が進められてきた。日本人は組織や社会に蔓延する「空

気」によって、 自身の行動を決定する傾向性が高いと

いわれており、 日本で生活する人であれば、 誰しもが一

度は「空気を読む」事を求められたことはあろう。山

本（1985: 11-32）は、太平洋戦争時における日本海軍

の意思決定が「理論・データ」ではなく「空気」であっ

た事を挙げ、 空気の特徴を「それは非常に強固でほぼ

絶対的な支配力をもつ『判断の規準』であり、それに

拮抗するものを異端として、 『抗空気罪』で社会的に葬

るほどの力をもつ超能力である」と述べており、空気

というものが、 集団での同調圧力を導く要因である事

を示している。
（6） ここでは道徳性を社会的価値によって測定する。何故

なら例えば、道徳意識が、「社会的に望ましいとされる

規範に、自らの言動を一致させようと意識する事」と

定義される事があるからである（藤井， 2000: 30）。
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Abstract
In Japan, the problem of large companies depriving small and 
medium-sized firms of production value (exploitation problem) 
has long been pointed out as a source of exhaustion for small 
and medium-sized firms in various industries, including the 
construction and civil engineering industries. In this study, we 
measured the purchasing attitudes of purchasing managers of 
large firms, who are the actual participants in the exploitation 
problem, and analyzed the relationship with the personalities 
and moralities that exist in the background. As a result, it be-

came clear that authoritarian organizations and anti-social per-
sonalities of purchasing managers decreased consideration for 
suppliers. In addition, when authoritarian organizations and pur-
chasing managers have weak anti-social personalities, there is a 
possibility that there is a structure in which, while consideration 
for suppliers increases, compliance with company manuals and 
heightened awareness of cost improvement promotes exploita-
tion was shown.
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